
 

   静岡市公正入札調査委員会要領 

１ 趣旨 

  静岡市は、建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に定める建設工事

をいう。以下同じ。）の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び監理の業務（以下

「建設業関連業務」という。）の委託並びに物品の製造の請負又は買入れ若しくは売払いそ

の他の契約に係る入札（随意契約に係る見積書の徴収を含む。以下同じ。）の適正を期し、

関係機関との連携を図りつつ、当該入札に係る情報で私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和22年法律第54号）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為、刑法

（明治40年法律第45号）第96条の６第２項に規定する談合行為その他不正又は不誠実な行為

に関するもの（以下「入札談合情報等」という。）に対して的確な対応を行うため、静岡市

公正入札調査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置するものとし、その運営に関し

必要な事項は、この要領の定めるところによる。 

２ 調査審議事項 

  調査委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

（１）入札談合情報等の内容の信ぴょう性、具体的な対応の要否等 

（２）入札談合情報等を受けた入札に係る契約の解除の是非 

（３）前２号に掲げるもののほか、公正な入札執行の確保のため必要な対応策 

３ 構成 

  調査委員会は、委員長及び委員をもって構成し、委員長には財政局長を、委員には別表に

掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 委員長の職務 

  委員長は、調査委員会の会務を総理し、調査委員会を代表し、及び調査委員会の会議の議

長となる。 

５ 委員長の職務代理 

  委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名した委員

が、その職務を代理する。 

６ 会議の招集 

  調査委員会の会議は、入札談合情報等があったときに、委員長が、別表に定める区分のう

ち案件に応じたものに属する委員を招集する。ただし、調査委員会の会議を開くいとまがな

いと認めるときは、事後における書類の回議をもって会議に代えることができる。 

７ 会議の構成員 



 

  調査委員会の会議は、委員長及び前項の規定により召集される委員をもって構成する。 

８ 定足数 

  調査委員会は、前項の規定による構成員の過半数が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

９ 議決数 

  調査委員会の議事は、出席者の３分の２以上の賛成をもって決する。 

10 庶務 

  調査委員会の庶務は、財政局財政部契約課において処理する。 

11 雑則 

  この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要領は、平成18年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成22年１月20日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成29年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表 



 

職名 区分 

財政局次長 全ての入札談合情報等に係る調査審議 

経済局農政部長  建設工事の請負及び建設業関連業務の委託契約に関する

入札談合情報等に係る調査審議 都市局次長 

都市局建築部長 

建設局次長 

建設局道路部長 

上下水道局水道部長 

上下水道局下水道部長 

保健福祉長寿局長  建設工事の請負及び建設業関連業務の委託契約以外の契

約に関する入札談合情報等に係る調査審議 上下水道局長 

教育委員会事務局教育局長 

 


